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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
上位施策の概要

事業原簿 P1~2

－上位施策の概要－

新エネルギー技術開発プログラム（経済産業省 2005年3月制定）

目的：新エネルギーは各種メリットが期待できる貴重なエネルギーであるが、現時点では出力の不安定や高コス目的：新 ネルギ は各種メリットが期待できる貴重な ネルギ であるが、現時点では出力の不安定や高 ス
ト等の課題を抱えている。 このため当面は補完的エネルギーと位置づけつつ、コスト低減や性能向上等の技術
開発等について、産学官関係者が協力して戦略的に取り組むことにより、長期的にはエネルギー源の一翼を担う
ことを目指した研究開発を実施する。

エネルギーイノベーションプログラム（経済産業省 2008年4月制定）

目的：資源に乏しい我が国が将来に渡り持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の開発・導
入・普及によって、各国に先んじて次世代のエネルギー利用社会の構築に取り組んでいくことが不可欠である。

ネルギ 安全保障の確立や世界全体の温室ガスを2050年までに半減するという長期目標を達成するため以エネルギー安全保障の確立や世界全体の温室ガスを2050年までに半減するという長期目標を達成するため以
下に政策の柱毎に目的を示す。

1-III 新エネルギー等の開発・導入促進：太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーはエネルギー源の多様
化や地球温暖化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ向けての化や地球温暖化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及 向けての
課題が存在する。 そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進のため
の関連施策の実施により、更なるエネルギーの普及を推進する。

環境安心イノベーションプログラム（経済産業省 2008年4月制定）

目的：資源制約を克服し、環境と調和した持続的な経済・社会の実現と、安全・安心な国民生活を実現するため、
革新的な技術開発や低炭素社会の構築等を通じた地球全体での温室効果ガスの排出削減、廃棄物の発生抑制
（ﾘﾃﾞｭ ｽ） （ﾘﾕ ｽ） （ﾘｻｲｸﾙ）推進による循環型社会の形成 バイオテクノロジーを活用した環境に優しい製造（ﾘﾃ ｭｰｽ）､ （ﾘﾕｰｽ）､ （ﾘｻｲｸﾙ）推進による循環型社会の形成、バイオテクノロジーを活用した環境に優しい製造
プロセスや循環型産業システムの創造、化学物質のリスクの総合的な評価及びリスクを適切に管理する社会シ
ステムの構築を推進する。
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
背景／新エネルギー導入目標

事業原簿 P1~2

－背景／新エネルギー導入目標－
（原油換算 万ＫＬ）
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5.9%

570 563 631 562 679

1732 1931 1931 1931 1931

0

1000

2000
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11%を占める。

2005年度 2020年度 2030年度

実績 努力継続ケース 最大導入ケース 努力継続ケース 最大導入ケース実績 努力継続ケ 最大導入ケ 努力継続ケ 最大導入ケ

太陽光発電 35 140 350 669 1300
風力発電 44 164 200 243 269
廃棄物発電＋バイオマス発電 252 476 393 338 494廃棄物発電＋バイオマス発電 252 476 393 338 494

バイオマス熱利用 142 290 330 300 423
その他 687 663 763 596 716
合計 1160 1733 2036 2146 3202合計 1160 1733 2036 2146 3202

（出典：2008/5月 総合資源エネルギー調査会「長期エネルギー需給見通し」）
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
ー関与の意義ー 事業原簿 P1~2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

関
与

エネルギー技術開発は長期間を要するとともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことか
ら、民間企業が持続的な取組を行うことは必ずしも容易ではない。

Ｏ
が

与
す
る
事
の

このため政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民双方がこの方向性を共有すること
で、長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となる。
（エネルギーイノベーションプログラムより）

の
意
義

太陽光発電システムの大量利用や技術進展のための技術的基礎となる太陽電
池の性能、システムとしての発電量評価等の基盤技術の開発、IEA-PVPSやIEC /
TC８２への参画など国際貢献や標準化に関する戦略的取り組みが必要である。

長期的視野に立った技術開発戦略「太陽光発電ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ(PV2030＋)」に沿った技術開発

『太陽光発電システム共通基盤技術研究開発』『太陽光発電システム共通基盤技術研究開発』

事業の目標
新型太陽電池（色素増感、有機薄膜、多接合、CIS系、化合物など）の普及を進めるために必要な評価方法、試験方
法等を整備する。
また 太陽電池の導入を促進するために 太陽電池の環境負荷を低減することを目的に 必要な技術の開発を行うまた、太陽電池の導入を促進するために、太陽電池の環境負荷を低減することを目的に、必要な技術の開発を行う。
さらに、我が国の太陽光発電分野での国際競争力を維持、向上するため諸外国の動向等を把握する。国内外の標準
策定に向けた活動を行う。 （基本計画より）
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
－背 景／ＰＶ２０３０（＋）－

事業原簿 P３

背 景／ＰＶ２０３０（＋） 太陽光発電システムの大量利用や技術進展のための技
術的基礎となる太陽電池の性能、システムとしての発電量
評価等の基盤技術の開発、国際貢献や標準化に関する戦
略的取り組みが必要である。

2004年
PV2030 発行

2002 2007 2010 2020 20302017

～50円/kWh

2025 

30円/kWh

2050

量産化適用期間を想定
した技術開発の前倒し

未来技術研究開発

BOS
長寿命化

コ
ス

ト

蓄電池付システム

結晶シリコン、薄膜シリコ
ン、CIS系などの量産体制

30円/kWh

7円/kWh

発
電

コ 蓄電池付システム
システム大型化の確立と性能向上

23円/kWh

14円/kWh

超薄型/多接合化、
ヘテロ接合化など
による高性能化

技術の世代交代による

7円/kWh 未満
高性能化、低コスト化

の実現

新材料 ・新構造太陽電池

新材料投入など
高性能化に向けた

技術革新

実現時期（開発完了） 2010年～2020年 2020年(2017年） 2030年(2025年） 2050年

発電コスト 家庭用電力並
23円/kWh程度

業務用電力並
14円/kWh程度

汎用電源並み
7円/kWh程度

汎用電源未満
7円/kWh未満

モジュール変換効率
（研究レベル）

実用モジュール16%
（研究セル20%）

実用モジュール20%
（研究セル25%）

実用モジュール25%
（研究セル30%）

超高効率モジュール
40% 

国内向生産量（GW/年) 0.5～1 2～3 6～12 25～35

国内向生産量（GW/年) ～1 ～3 30～35 ～300

市場規模（億円/年） (太
陽電池製造価格のみ）

2000億円/年 4500億円/年 2兆3500億円/年 16兆7500億円/年 ６／１４

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
－事業の位置づけ－
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(H13)
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(H23)
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(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

年
度

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

太陽光発電ｼｽﾃﾑ
実用化促進
技術開発

太陽光発電システム
実用化加速技術開発

短
期
課
題 太陽光発電システム

太陽光発電システム
普及加速技術開発

太陽光発電技術研究開発
先進太陽電池技術開発

革新的次世代太陽光発電システム技術開発中
長
期

題
太陽光発電システム

未来技術研究開発

２０２０～３０年に必要となる

太陽光発電システム
次世代高性能技術開発
（平成２２年度要求）

太陽光発電システム太陽光発電システム

期
課
題

要素技術の確立と選択

太陽光発電の導入を抜本的に加速し、2020年

頃に現状の２０倍程度まで拡大するために不
可欠な技術開発として、コスト低減と高効率化太陽光発電システム

共通基盤技術研究開発

太陽光発電システム
共通基盤技術研究開発

共
通
課

・新型太陽電池の評価技術の確立
（色素増感、有機薄膜、多接合、
CIS系、化合物など）

・太陽電池モジュールの性能、長期信頼性の
評価手法の開発

・発電システム評価技術

可欠な技術開発として、コスト低減と高効率化
の観点から、各種太陽電池の要素技術、横断
的材料開発及び周辺システム技術等を開発

課
題

・発電量評価
・太陽電池の環境負荷を低減
・IEAからの情報収集
・標準化支援

・発電システム評価技術
・リサイクルリユースの処理技術
・電磁環境性に関する研究開発

革新的太陽光発電技術研究開発

2050年にCO2排出量半減を実現するための画期的な太陽光発電技術
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
－課題と開発項目－ 事業原簿 P1~2

開発項目
課 題

。
○新型太陽電池（色素増感、有機薄膜、多接合、
CIS系、化合物など）を精緻に評価することが出来ない。
○標準条件での性能評価(W)で対応してきたが、

・新型太陽電池の評価
技術開発

温度や日射量、スペクトル等の異なる環境下での実際
の発電量（Wh)を評価する技術がない。
○長期信頼性に関する評価手法が確立されて

・発電量評価技術開発

・信頼性評価技術
いない。

○PVの発展に伴い、リサイクル・リユースを念頭に

○世界最先端の開発動向・市場動向を踏まえて、

発展 伴 、リ ク リ を念頭
入れたLCA評価が求められている。 ・LCAの調査

）・IEA（国際エネルギー機関）

技術開発を進める必要がある。

○国際競争力を、向上させるために、国内外の標準・

での情報収集等

・標準化支援
規格の策定への先導的に取り組みが必要である。

標準化支援
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて
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９／１４



Ⅱ．研究開発マネジメントについて
ー事業の目標ー

事業原簿 P1~3

太陽光発電システム共通基盤技術開発：
地球環境の保全やエネルギーの安定供給の観点から、太陽光発電の普及拡大においては、
技術基盤整備が不可欠である。

事業原簿 P1~3

技術基盤整備が不可欠である。
平成16年6月にＮＥＤＯが策定した「2030年に向けた太陽光発電ロードマップ（PV2030）」におい
て、太陽光発電普及促進のための技術基盤整備事業の必要性を明記した。

本開発は、太陽電池セル・モジュールの規格化、標準化、環境技術等の基本技術をベースに
太陽光 電 点的な 的な を るた 新 太陽電池 性能 電太陽光発電の点的な展開から面的な展開を図るため、新型太陽電池／システムの性能・発電
量などの評価・予測技術、システム制御技術等の基盤的技術の開発および調査と海外情報収
集を行い、太陽光発電の円滑な普及拡大を支援する。

太陽光発電システム共通基盤技術開発：【技術開発への取り組み課題】
ｲ) 太陽電池やモジュールの性能、信頼性・安全性、発電量等の評価技術の開発) 陽電 性能、信頼性 安 性、発電 等 評価技術 開発
ﾛ) 太陽電池モジュールのリサイクル・リユースのための技術開発
ﾊ) 環境評価（LCA分析）、設置環境整備・法整備等への技術面でのサポーﾄ（技術開発）
ﾆ) 太陽光発電システムの利用拡大に向けた必要技術・技術最適化への技術調査・検討
ﾎ) 海外市場での基盤整備 システム利用に関する戦略的共同研究開発 研究交流の実施ﾎ) 海外市場での基盤整備、システム利用に関する戦略的共同研究開発、研究交流の実施

（情報収集、基盤整備への技術支援、影響力確保、人材育成（キーパーソン育成）
ﾍ) 海外での太陽光発電システムの技術開発動向と利用環境の調査
ﾄ) 国際的な規格制定への技術的な検証)
ﾁ) 国際エネルギー機関の技術開発調査活動などへの貢献と我が国からの提案活動

ロードマップ（PV2030＋）より
１０／１４

Ⅱ．研究開発マネジメントについて
－開発目標－

(ⅰ)新太陽電池評価技術の開発 事業原簿 P4~5(ⅰ)新太陽電池評価技術の開発
太陽電池評価技術
・新型太陽電池の性能評価技術に関して、ＮＥＤＯ技術開発機構開発品も含めて基礎データを収集、分析、評価し、基本的評価手
法を確立する。なお、必要に応じ規格化を図る。
・校正技術の再現性(0 5%以内)及び基準モジュールの校正技術を確立する。

事業原簿 P4~5

校正技術の再現性(0.5%以内)及び基準モジュ ルの校正技術を確立する。
・大型化する太陽電池モジュールの特性を評価するための大面積化（約2×1.5m程度)に向けた技術要件を抽出・検証し、大面積化
の為の技術要件を提示する。

発電量評価技術
・日本の気候区における気象データ（スペクトルと傾斜面日射量、その他標準的気象データ等）と実際の太陽光発電システムによる
運転性能デ タ等を取得し それら 関係を明確化するとともに 標準化に向けたデ タベ 構築等 基盤整備を図る運転性能データ等を取得し、それらの関係を明確化するとともに、標準化に向けたデータベース構築等の基盤整備を図る。
・太陽電池モジュール及び太陽光発電システムにおける発電量定格評価に必要な評価技術等を確立する。

信頼性評価技術
・太陽電池モジュールや太陽光発電システムの屋外曝露試験を行い、電気的物理的な劣化状況に関するデータを収集、分析、評
価等を行うとともに、太陽光発電システムも含めた劣化要因について抽出する。価等を行うとともに、太陽光発電システムも含めた劣化要因について抽出する。
・20～30年の屋外曝露に相当する屋内での寿命評価試験方法等について、モジュール及びシステムとして基本的な評価技術を開
発し、規格化に向けた技術要件を整理する。

(ⅱ)ＰＶ環境技術の開発( )

・新たな太陽電池にも対応したリサイクル関連技術を確立する。
・LCA評価の見直しを行い、廃棄を含めたLCA評価を完了する。
・試験・評価条件あるいは技術ガイドライン等を整備する。 → （太陽光発電フィールドテスト事業で実施）

(ⅲ) 標準化支援事業及びＩＥＡ国際協力事業等

IEA国際協力事業等
太陽光発電に関する国際的な技術開発状況や諸外国の国家プロジェクト等について、太陽光発電技術に関する学術会議やＩＥＡ活
動等から調査・分析し 諸外国の動向等を把握する動等から調査・分析し、諸外国の動向等を把握する。
上記活動を通して日本の研究開発の進むべき方向性や分析・評価手法等について検討しまとめる。

標準化支援事業
標準化調査研究において、太陽電池の性能評価及び太陽光発電システムに関する国内外の標準策定に向けた活動を行う。 １１／１４



Ⅱ．研究開発マネジメントについて
－実施体制－

ⅰ）新太陽電池評価技術の開発

PL:黒川浩助
東工大 事業原簿 P6

(独)産業技術総合研究所

ⅰ）新太陽電池評価技術の開発東工大
特任教授 「太陽電池評価技術の研究開発 （性能・信頼性）」

事業原簿 P6

(財)電気安全環境研究所

(独)産業技術総合研究所

太陽電池評価研究会

「発電量評価技術の研究開発（性能・信頼性）」
(独)産業技術総合研究所

(財)電気安全環境研究所

発電量評価研究会

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

(財)日本気象協会

(国)岐阜大学Ｏ (国)岐阜大学

ⅱ）ＰＶ環境技術の開発

昭和シェル石油(株)

みずほ情報総合研究所

「高リサイクル性新型モジ ル構造の開発」

「太陽光発電システムのライフサイクル評価に関する調査研究」

ⅲ）標準化支援事業及びＩＥＡ国際協力事業等

昭和シェル石油(株) 「高リサイクル性新型モジュール構造の開発」

ＩＥＡ国際協力事業等

(株)資源総合システム 「海外の技術開発動向等の調査」
太陽光発電技術研究組合 「太陽光発電技術開発戦略に関する調査」

NEDO 「IEA国際協力事業」

（財）日本電機工業会 「 モジュール・アレイ及び太陽光発電システム・周辺機器の標準化支援事業 」

「包括的太陽電池評価技術の標準化支援事業」（財）光産業技術振興協会

標準化支援事業

１２／１４

Ⅱ．研究開発マネジメントについて
－情勢変化、中間評価への対応－

数字は開発費用(百万円)

事業原簿 Pⅲ

H18FY H19FY H20FY H21FY

太陽電池評価技

数字は開発費用(百万円)

・新型太陽電池の評価技術

新太陽

術
（性能･信頼性）

小計 10 8 億円 463百万円 231 231 151

・校正技術の高度化

・暴露サイトの設置、評価、屋内試験との比較

・屋内信頼性試験の評価技術
新太陽
電池評
価技術
の開発

小計 10.8 億円 463百万円 231 231 151

発電量評価技術
（性能 信頼性）

・アレイ、システム発電量評価・I－V特性換算方式

・サイトでの発電量評価検証・実フィールドサイトの設置

（性能･信頼性）

小計 6.5 億円

280百万円 193 71 105

・日射量観測の整備、観測

・日射量推定モデルの開発・雲モデルの開発

・データベースの構築

280百万円 193 71 105

ＰＶ環境技術の開発
小計 0.5 億円

21百万円 26 ４ 0

・リサイクル評価

・LCA評価

21百万円 26 ４ 0

標準化支援事業及びＩＥＡ国
際協力事業等

・IEA国際協力事業

技術動向調査

総計
２２

・国際標準化支援

際協力事業等
小計 ４.５億円

159百万円 151 75 61

・技術動向調査 億円
・技術戦略調査

１３／１４



Ⅱ．研究開発マネジメントについて
氏 名 所属・役職

太陽電池評価研究会

事業原簿 P８

≪実施方針≫

NEDOによる技術検討会，委託先

による技術分科会等を開催し，

進捗状況や最終目標到達の可能

2010

氏 名 所属・役職
高倉　秀行 立命館大学　理工学部　教授
岡本　博明 大阪大学大学院　基礎工学研究科　教授
和田　隆博 龍谷大学　理工学部　教授
山口　真史 豊田工業大学　大学院　工学研究科　教授
西川　省吾 日本大学　理工学部　電気工学科　准教授
関口　隆史 太陽光発電協会（松下電工(株)先行技術開発研究

清水　正文 社団法人日本電機工業会 新エネルギー部 担当部

2009

(H21FY)

進捗状況や最終目標到達の可能

性など外部有識者等を交えた

検討評価を実施し，推進する。

津田 芳幸 財団法人光産業技術振興協会 開発部 主幹

氏　名 所属・役職
若　尾　真　治 早稲田大学　理工学術院　教授
西　川　省　吾 日本大学　理工学部　電気工学科　助教授
中　西　幹　郎 防衛大学校　応用化学群　地球海洋学科　助教授
平　田　陽　一 諏訪東京理科大学　電子システム工学科

発電量評価研究会

(H21FY)

2008

宇 佐 美　  章 財団法人電力中央研究所　材料科学研究所
津　田　芳　幸 財団法人光産業技術振興協会
渡　邉　百　樹 太陽光発電協会（シャープ株式会社）
中　島　昭　彦 太陽光発電協会（鐘淵化学工業株式会社）
都　筑　　建 自然エネルギー推進市民フォーラム（REPP） 理事

新　国　禎　倖 財団法人新エネルギー財団　太陽光発電部部長
清　水　正　文 社団法人日本電機工業会小長井　誠 東京工業大学　大学院　教授

H18採択委員会

2007

(H19FY)

2008

(H20FY)
追加項目
●各種条件での電池評価方法
●互換性標準の検討
●アレイでの発電量評価
●発電量評価の標準化への提案

岡本　博明 大阪大学　大学院　教授
高倉　秀行 立命館大学　理工学部　教授
若尾　真治 早稲田大学　理工学部　教授
和田　隆博 龍谷大学　理工学部　教授

(H19FY)

’06/6

技術評価委員会
’06/5

’05/7＆11

(H17)

’06/2

(H18) 2006
(H18FY)

’06/4

委託先公募終了

委託先決定

技術評価委員会

分科会名称

分科会 開催数

2006
(H18FY)

2007
(H19FY)

2008
(H20FY)

2009
(H21FY）

太陽電池評価研究会 ２ ２ ２ １

発電量研究会 ２ ３ ３ ３

NEDO成果報告会 １ １ １ １

太陽光発電技術委員会にて
H18以降の技術開発の
進め方について審議

太陽光発電技術委員会にて
H18基本計画・実施方針
について審議

公募開始

１４／１４


